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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期
累計期間

第25期
第１四半期
累計期間

第24期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 204,392 231,501 1,017,105

経常損失（△） （千円） △64,690 △86,192 △230,626

四半期（当期）純損失（△） （千円） △70,340 △88,103 △239,616

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 2,019,628 2,019,628 2,019,628

発行済株式総数 （株） 1,358,800 1,358,800 1,358,800

純資産額 （千円） 1,364,270 1,109,965 1,197,887

総資産額 （千円） 1,616,856 1,409,241 1,488,594

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △55.47 △69.47 △188.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 84.4 78.8 80.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社は、継続して営業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。しかしながら、当第１四半期会計期間末において借入金は無く現金及び預金

920百万円を保有し、必要な運転資金を確保していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められ

ないと判断し、財務諸表への注記は記載しておりません。

　当社は、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (6) 継続企業の前提に関する重要事象等

を解消するための対応策」に記載の諸施策の実施により経常損益の黒字化を達成し、当該状況の解消を図ってまいり

ます。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、企業収益が高い水準にあり設備投資に持ち直しの動きがみられ

るなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。先行きについては、海外経済を巡る不確実性は依然として高

く、国内景気を下押しするリスクが存在します。

　国内企業のＩＴ投資については安定した状況を維持している中で、ＩｏＴ（Internet of Things：モノのイン

ターネット）市場は、産業や生活に革新をもたらすものとして、企業の戦略的投資が急速に拡大しております。

　このような状況において、当社は、マイクロサーバー事業に経営資源を集中し、特に本格化するＩｏＴ市場に向

けた活動に注力してまいりました。ＩｏＴに係るソリューションなどのＩｏＴサービスの強化や、パートナー企業

との連携による営業活動により、売上高は前年同期に比べ増加しました。

　販売費及び一般管理費は、人員の増員や製品開発、マーケティング投資を積極的に行い、前年同期に比べ増加し

ました。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高は231百万円（前年同期比27百万円・13.3％増加）、営業損失は87百

万円（前年同期は営業損失66百万円）、経常損失は86百万円（前年同期は経常損失64百万円）、四半期純損失は88

百万円（前年同期は四半期純損失70百万円）となりました。

　品目別の売上高動向につきましては、次のとおりであります。

 

（自社製品コンピュータ）

　マイクロサーバーについては、通信用途での大口出荷があったのをはじめ、ＩｏＴファミリの出荷が前年同期に

比べ増加し、売上高は大幅に増加しました。ＩＡサーバー・ストレージについては、既存顧客を中心に販売を行い

売上高は増加しました。この結果、自社製品コンピュータ全体の売上高は前年同期に比べ大幅に増加し、116百万

円（前年同期比31百万円・37.2％増加）となりました。

（コンピュータ関連商品）

　業務用ＩＴ機器のオンライン販売サイトの売上が増加したものの、法人営業販売の売上が減少しました。この結

果、コンピュータ関連商品全体の売上高は前年同期に比べ減少し、86百万円（前年同期比4百万円・5.3％減少）と

なりました。

（サービス・その他）

　マイクロサーバーについては、ＩｏＴに係るソリューションなどのＩｏＴサービスやサポートサービスが前年同

期に比べ増加し、ＩＡサーバー・ストレージについては、延長保守サービス等が減少しました。この結果、サービ

ス・その他全体の売上高は前年同期並みの29百万円（前年同期比0百万円・1.6％増加）となりました。

　なお、上記の各品目に含まれるマイクロサーバーに関連する売上高（本体、サポートサービス、オプション品な

ど）は116百万円（前年同期比29百万円・33.3％増加）、売上総利益は52百万円（前年同期比6百万円・14.4％増

加）となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末の資産については、現金及び預金が34百万円減少したほか、売掛金の減少75百万円、マ

イクロサーバーに係るたな卸資産の増加31百万円等により、前事業年度末に比べ79百万円減少し、1,409百万円と

なりました。

　負債については、賞与引当金の増加12百万円等により、前事業年度末に比べ8百万円増加し、299百万円となりま

した。

　純資産については、四半期純損失の計上による利益剰余金の減少88百万円等により、前事業年度末に比べ87百万

円減少し、1,109百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は、30百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 生産、受注及び販売の実績

（自社製品コンピュータ）

　当第１四半期累計期間の生産、受注及び販売の実績は、マイクロサーバーに係る大口受注により前年同期に比べ

著しく増加し、自社製品コンピュータの受注高は137百万円（前年同期比51百万円・59.7%増加）、受注残高は100

百万円（前年同期比92百万円増加）となりました。

　なお、受注残高の前年同期比率は1,000％以上のため、記載しておりません。

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消するための対応策

　当社は、継続して営業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しております。しかしながら、当第１四半期会計期間末において借入金は無く現金及び

預金920百万円を保有し、必要な運転資金を確保していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認

められないと判断し、財務諸表への注記は記載しておりません。

　　当社は、経常損益の黒字化を達成し当該状況を解消する為、以下の諸施策を実施してまいります。

 

①パートナー企業との連携と製品開発

　ＩｏＴ市場は分野が幅広く、各役割に応じたパートナー企業が必要となります。当社は今後も優良なパート

ナー企業と戦略的に連携し、協働して顧客開拓を行い、販売を拡大してまいります。また、開発投資を継続し、

他社との差別化を図り競争力のある製品を開発してまいります。

 

②サービス収益の強化

　当社の強みであるオープンソース系の技術力やＩｏＴ市場で先行しているノウハウを活かし、ＩｏＴに係るソ

リューションを強化するとともに、ＩｏＴプラットフォームなどの収穫逓増型のサービス収益基盤を構築してま

いります。

 

③社内体制の整備

　ＩｏＴ需要の高まりや技術の変化に対応すべく、必要な人材の確保を引き続き行うとともに、社内体制及び社

内システムを整備し業務の効率化を図ってまいります。また、内部統制体制の整備・運用やコンプライアンス体

制の強化につきましても積極的に推進してまいります。

EDINET提出書類

ぷらっとホーム株式会社(E03346)

四半期報告書

 4/13



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,600,000

計 3,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,358,800 1,358,800
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 1,358,800 1,358,800 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 1,358,800 － 2,019,628 － －

（注）平成28年６月29日開催の定時株主総会における決議に基づき、平成28年８月５日を効力発生日として、資本金を

822,018千円減少し欠損填補に充当しており、資本金残高は1,197,609千円となっております。

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  90,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,267,900 12,679 －

単元未満株式 普通株式　     300 － －

発行済株式総数 1,358,800 － －

総株主の議決権 － 12,679 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式30株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ぷらっとホーム　

株式会社

東京都千代田区九

段北四丁目１番３

号

90,600 － 90,600 6.67

計 － 90,600 － 90,600 6.67

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 954,997 920,854

売掛金 160,325 84,720

商品及び製品 19,489 20,731

仕掛品 460 －

原材料 271,361 301,806

その他 21,178 22,205

流動資産合計 1,427,814 1,350,319

固定資産   

投資その他の資産   

投資有価証券 12,681 10,864

その他 48,098 48,056

投資その他の資産合計 60,779 58,921

固定資産合計 60,779 58,921

資産合計 1,488,594 1,409,241

負債の部   

流動負債   

買掛金 119,149 114,540

未払法人税等 12,421 6,464

賞与引当金 19,267 31,762

製品保証引当金 2,250 1,242

その他 106,190 113,929

流動負債合計 259,279 267,939

固定負債   

退職給付引当金 22,802 22,630

その他 8,624 8,705

固定負債合計 31,427 31,336

負債合計 290,706 299,275

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,019,628 2,019,628

資本剰余金 158,329 158,329

利益剰余金 △821,987 △910,090

自己株式 △158,361 △158,361

株主資本合計 1,197,609 1,109,505

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 278 460

評価・換算差額等合計 278 460

純資産合計 1,197,887 1,109,965

負債純資産合計 1,488,594 1,409,241

 

EDINET提出書類

ぷらっとホーム株式会社(E03346)

四半期報告書

 8/13



(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 204,392 231,501

売上原価 130,405 149,546

売上総利益 73,987 81,955

販売費及び一般管理費 140,781 169,074

営業損失（△） △66,793 △87,119

営業外収益   

保険配当金 173 201

為替差益 － 657

投資事業組合運用益 2,550 17

その他 2 50

営業外収益合計 2,725 927

営業外費用   

為替差損 623 －

営業外費用合計 623 －

経常損失（△） △64,690 △86,192

特別損失   

減損損失 ※１ 4,700 ※１ 961

特別損失合計 4,700 961

税引前四半期純損失（△） △69,390 △87,153

法人税等 950 950

四半期純損失（△） △70,340 △88,103
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※１．減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

前第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

場所 用途 種類

本社事務所
（東京都千代田区）

事　務　所 工具、器具及び備品

 

当第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

場所 用途 種類

本社事務所
（東京都千代田区）

事　務　所 工具、器具及び備品

 

(2）減損損失を認識するに至った経緯

当社を取り巻く経済環境が不透明となり、固定資産投資の回収可能性を高い確度で担保することができなくなっ

たため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しまし

た。

 

(3）主な固定資産の種類ごとの減損損失の金額

 
 
 

 
前第１四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

 工具、器具及び備品 4,700千円 961千円

 

(4）資産のグルーピングの方法

当社は、全社を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングを行っております。

 

(5）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により零としております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、コンピュータ関連製商品とサービス等を提供する単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△）（円） △55.47 △69.47

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △70,340 △88,103

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △70,340 △88,103

普通株式の期中平均株式数（株） 1,268,170 1,268,170

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（資本金の額の減少及び剰余金の処分）

　当社は、平成28年６月29日開催の第24回定時株主総会において、資本金の額の減少及び剰余金の処分が承認可

決され、平成28年８月５日に効力が発生しております。

 

１．資本金の額の減少及び剰余金の処分の目的

現在生じております欠損を填補し、財務体質の健全化を図るとともに、今後の機動的な資本政策及び早期復

配体制の実現を可能にするため、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少いたします。

また、資本金の額の減少により生じるその他資本剰余金を損失の填補に充当し累積損失を一掃するため

に、会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を減少し繰越利益剰余金に振り替えることといたしま

す。

なお、本件につきましては、発行済株式総数及び純資産の額の変更又は変動がありませんので、１株当た

り純資産額に影響を与えるものではありません。

 

２．資本金の額の減少の内容

（1）減少する資本金の額

　資本金の額2,019,628,071円のうち822,018,830円減少して1,197,609,241円とし、減少する資本金の全

額を、その他資本剰余金に振り替えることといたします。

（2）資本金の額の減少の方法

　払い戻しを行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行いません。

 

３．剰余金の処分の内容

（1）減少する剰余金の項目及び金額

その他資本剰余金 　821,987,078円

（2）増加する剰余金の項目及び金額

繰越利益剰余金  　821,987,078円

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

ぷらっとホーム株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原田　清朗　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平郡　　真　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているぷらっとホーム

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第25期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ぷらっとホーム株式会社の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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